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平成30年度
ＪＡ横浜自己改革実施計画の実践内容

①当ＪＡの営農経済部門の職員と営農インスト
ラクターが連携し、個別訪問等による生産履
歴記帳の指導を行いました。

②農業資金融資に積極的に対応した結果、276
件 7億3千9百5万円の取り扱いとなりました。

（前年実績；301件 7億95百万円）

③担い手のニーズに合わせ、平成30年度は、新
たに以下の貸出農機を導入しました。

④農業経営をサポートする農作業受託の件数増
加に取り組むため、本誌（営農情報）へ記事
を毎月掲載した結果、220件の取り扱いとな
りました。（前年実績；155件）

⑤営農支援対策として、農家への援農ボラン
ティア制度を確立し、平成31年３月より募集
受付、同年４月よ
り派遣を開始しま
した。

※援農ボランティア
とは、組合員同士
による助け合い運
動として位置づけ
られた「ＪＡ横浜
の准組合員による
農業の応援団」です。

⑥「横浜農業強化対策支援事業助成金」の周
知・普及につとめた結果、336件41,111千円の
取り扱いとなりました。

②ＬＩＮＥショップカード
（ＬＩＮＥ＠アカウント
専用のポイントカード）
を、平成31年１月より開
始しました。

※ＬＩＮＥ＠登録者数；　 
5,462名（平成31年3月末現在）

③平成30年4月より、
「ハマッ子」直売所
みなみ店をモデル店
舗として“フードバ
ンク事業”による
「子ども食堂」への
食材提供協力を始め
ました。

①６次産業化を支援するため、「農産加工実習
(ジャム)講習会」等
全５講座の６次産業
化セミナーを開講し、
延べ72名の参加があ
りました。

　なお、本セミナー受
講生の中から、加工
品製造施設を建設し、
これから加工品の販
売を始める参加者も
誕生します。

巻 頭 特 集

　ＪＡ横浜は、平成28年度より組合員の「農業所得増大」を最大の目的とし、自己改革の実
践に取り組んでいます。
　自己改革3年目となる平成30年度の自己改革の主な実践内容について、ご紹介します。

○農作業受委託のご紹介　Vol.12
　今月は「稲刈り・脱穀」をご紹介します。
稲刈り・脱穀はコンバインを使用して行います。 稲わらを結束
するか、細断してまくかにより、料金が異なります。 また、スミ
刈りや籾搬送も希望に応じて別途対応することも可能です。

10a当たりの基本作業料金
25,920円 ＋ 搬送料3,240円（結束なし）
27,000円 ＋ 搬送料3,240円（結束あり）　※いずれも税込み

【 お申込み・お問合せ 】
横浜農業総合対策室 ： 045-805-6811 （平日8：30～17：00）

１. 営農支援の強化

2. 生産コスト低減対策

3. 販売力向上対策

4. ６次産業化等新規分野への取り組み

歩行型土壌消毒機

フードバンク事業

ジャム加工講習会泉区総合庁舎での出張販売

⑦横浜農業強化対策積立金の活用により、ハウ
スの破損ビニールや傷んだ支柱等の農業用廃
棄物の処分費用を、一部助成しました。 
（助成額
1,131千円）

①新たな組合員カードの運
用として、平成30年４月
より、ポイント付与から”即
値引き”へ変更しました。

②横浜農業強化対策積立金を活用し、生産資材
の廉価供給を実施しました。　　　　　　　　　　　　
（廉価供給実施額22,765千円）

①“売れる場所”
での出張販売
をめざし、泉
区総合庁舎や
富士ゼロック
ス神奈川(株)の
社員食堂等で
の出張販売を
実施しました。

・歩行型土壌消毒機
・土壌消毒剤キルパー専用アタッチメント
・ネギ管理機
・わら切りカッター

 助成金を実際に活用して、農業機械を
購入された方に、話を伺いました。

 『農業の効率化をめざす中で、一番の
課題となったのが農機の購入費用です。
 そんな時に、ＪＡ横浜
が実施している助成金
を知り、農機の購入
費用に活用
しました。』

～助成金を活用した組合員の声～
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